
成果を測る参
考指標

後期計画策定時
（2021） 令和4年度 令和5年度 令和6年度

令和7年度
(2025)

目標値 29.0 29.5 30.0

実績値 29.4 28.3

達成率 101.4% 95.9%

活動指標
後期計画策定時
（2021） 令和4年度 令和5年度 令和6年度

令和7年度
(2025)

目標値 7 7 7

実績値 9 9

達成率 128.6% 128.6%

（2）期待する
効果

（3）具体的な
取組

※「期待する効果が得られた場合」は取組の実施によってまちや区民・関係団体等にどのような変化や効果があったのか具体的に事例を記
載。区が実施した内容の記載は不要。「期待する効果が得られなかった場合」は、その原因・課題等を記載してください。（4）「期待す

る効果」が十
分に得られ
た具体的事
例または「期
待する効果」
が得られな
かった場合
はその原因・
課題及びそ
の改善策

平和派遣事業では、「私達が後世に平
和の種を残していかなければならない
と思った」などの意見があった。特別展
は延べ1,000名以上が来場し、「平和の
大切さを考え行動したいと思った」など
の意見があった。
区民意識結果と施策との直接的な関
係は測りづらいが、調査結果を踏まえ
つつ、関係団体と連携のうえ、事業を
継続実施し、区民意識の向上を図る。

区で行う平和・人権啓発事業については、目標を超える回数を実施ができた。ただし、『「地域社会において平和と人権
が尊重されている」について、肯定的な回答をする区民の割合』については、事業実施後の効果に速効性がないため、
今後も継続して事業を実施し、区民意識の向上を図る。

　　達成状況分析

９．施策の実施状況

例年実施するパネル展示等の事
業に加え、非核都市宣言40周年記
念事業として、特別展示や中学生
平和派遣事業等を実施。

（1）取組方針 関係機関・団体との連携による平
和・人権知識の啓発

平和・人権が尊重される「誰一人取
り残さない」地域社会の実現

取組方針① 取組方針② 取組方針③

令和４年度（令和５年度実施）　施策評価表
１　施策№ 2-2-1
２.　地域づくりの方向 多様性を尊重し合えるまち

３.　政策 平和と人権の尊重

６.　評価責任者 総務部長

４　施策 平和と人権意識の普及・啓発

５.　目指すべきまちの姿
非核平和の大切さや人権に関する正しい認識が普及し、豊かな地域コミュニティのもと誰もが自分らしく暮らせるまち。

７.　施策関連課
総務課 区民相談課

８．施策の指標達成状況

令和4年度
達成状況

B：相当程度
達成

令和4年度
達成状況

A：達成

「地域社会において平和と人権が尊重され
ている」について、肯定的な回答をする区
民の割合【％】

平和・人権啓発事業の実施
回数（回）

1０．指標達成状況、取
組方針ごとの次年度の
具体的方針

（評価責任者記載欄）

経常的に実施している事業については、引き続き実施し、平和・人権についての意識啓発を図
る。
その他、令和４年度の中学生長崎派遣に引き続き、長崎へ区立中学生を派遣し、平和祈念式典
への参加や被ばく体験者の講和傾聴を通し、非核平和の重要性に対する理解を促進する。
さらに、区立中学校において広島で被ばくされた区内在住の語り部の方から講話をいただく機会
を設け、多くの生徒に、直接、被ばく経験者の声を届ける。



予　算
令和3年度 令和4年度 令和5年度

1,112 4,257 4,404

921 4,079 4,176

101.4% 95.9%

事業区分 128.6% 128.6%

4,405 4,748 4,928

4,405 4,748 4,928

102.1% 102.2%

事業区分 100.0% 100.0%

事業区分

事業区分
5,517 9,005 9,332
5,326 8,827 9,104
5,517 9,005 9,332

5,326 8,827 9,104

事業費合計（千円）
施策事業費合計

うち一般財源（千円）

事業費合計（千円）

うち一般財源（千円）

成果指標達成率（％）

活動指標達成率（％）

事業費合計（千円）

うち一般財源（千円）
取組方針①関連事業費合計

決　　算
項目事業名

取組方針①

事業費合計（千円）

うち一般財源（千円）

成果指標達成率（％）

活動指標達成率（％）

うち一般財源（千円）

成果指標達成率（％）

活動指標達成率（％）

区民相談事業

計画事業

憲法・非核平和・人権思想周知関係事業

計画事業

事業費合計（千円）

区民相談
課

所管課名

事業費合計（千円）

うち一般財源（千円）

成果指標達成率（％）

活動指標達成率（％）

１１．施策を構成する事務事業

総務課


